
２．勘定別
\ 貸借対照表（平成23年３月31日） （単位：円）

科 目 畜 産 勘 定 野 菜 勘 定 砂 糖 勘 定 でん粉勘定 補給金等勘定 肉用子牛勘定 債務保証勘定 調 整 法 人 単 位

資産の部

Ò 流動資産
現金及び預金 191¶447¶814¶802 25¶154¶043¶678 1¶718¶710¶081 1¶605¶060¶240 19¶061¶879¶595 10¶033¶232¶255 47¶300¶854 249¶068¶041¶505

有価証券 2¶699¶613¶578 9¶898¶393¶690 0 0 0 0 340¶000¶000 12¶938¶007¶268

前払費用 19¶331¶184 0 0 0 8¶848¶385 0 0 28¶179¶569

未収収益 135¶109¶053 200¶179¶428 113¶013 34¶322 3¶691¶695 555¶118 79¶155 339¶761¶784

未収金 22¶280¶743 1¶428¶999 1¶394¶028¶121 1¶348¶153¶869 21¶461¶513 1¶593¶192 1¶985� 20¶612¶282 2¶768¶336¶140

流動資産合計 194¶324¶149¶360 35¶254¶045¶795 3¶112¶851¶215 2¶953¶248¶431 19¶095¶881¶188 10¶035¶380¶565 387¶381¶994� 20¶612¶282 265¶142¶326¶266

] 有価証券及び投資有価証券

{ 満期保有目的の債券 111¶519 115¶449 3¶930

^ 短期借入金 (74¶586) (74¶586) (`)

_ 未払金 (18¶572) (18¶572) (`)

８ 不要財産に係る国庫納付

区 分 畜 産 勘 定 畜 産 勘 定 野 菜 勘 定

\ 不要財産として
国庫納付等を行っ
た資産の種類、帳
簿価額等の概要

{資産の種類 土地

|所在

東京都北区十条台一
丁目３`32

}数量 5•78fl

~帳簿価額

902¶385円

{資産の種類

畜産業振興資金（畜
産自給力強化緊急支
援事業）

|帳簿価額

216¶368¶426円

{資産の種類

野菜農業振興資金
（野菜構造改革促進
特別対策資金）

|帳簿価額

93¶115¶058円

] 不要財産となっ
た理由

東京都北区から区道拡
張用に譲渡を申し込ま
れたため。

平成21年度補正予算事
業については、緊急的
な経済対策として実施
したものであるため、
予め返還金等について
は国庫納付を行うもの
として管理。

独立行政法人の事業仕
分けにおいて、その他
行政刷新会議がリスト
アップした基金に該当
し、当面の所要額を厳
しく見直した結果、平
成22年度限りで事業を
打切り、残額を国庫返
納するものである。

^ 国庫納付等の方
法

譲渡収入による現金納
付

現金による現物納付 現金による現物納付

_ 譲渡収入による
現金納付等を行っ
た資産に係る譲渡
収入の額

1¶194¶148円
（291¶763円は既に国
庫納付済）

無し 無し

` 国庫納付等に当
たり譲渡収入によ
り控除した費用の
額

無し 無し 無し

a 国庫納付等の額 902¶385円 216¶368¶426円 93¶115¶058円

b 国庫納付等が行
われた年月日

平成23年３月23日 平成23年３月23日 平成23年３月25日

c 減資額 902¶385円 無し 無し
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~ 単位未満を切り捨てて記載しております。
~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

\ 現金及び預金、^ 短期借入金、_ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

] 有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。なお、
保有目的ごとの有価証券に関する注記は、「４ 有価証券関係」を参照下さい。

(注２) 非上場株式（貸借対照表計上額1¶415百万円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額
8¶078百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしてお
りません。

９ セグメント情報

すべての勘定は、それぞれ単一セグメントによって事業を行っているため、開示すべきセグメン

ト情報はありません。

10 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

11 重要な後発事象

独立行政法人通則法第30条第２項第４号の２の規定により中期計画に定められた同法第46条の２

第１項に基づく不要な資金12¶350¶816¶467円を平成23年６月23日に国庫納付しました。
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